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はじめに 

本県では、平成２７年３月に学校安全推進計画を策定し、子どもたちが安心・安全な

学校生活を送ることができるよう、学校における安全管理体制の整備をはじめ、危険予

測学習の手法による子どもたちの危険予測・回避能力の育成など、学校と家庭・地域・

関係機関等が連携を図りながら、学校安全の取組を進めてまいりました。 

学校安全の推進体制は整いつつありますが、登下校中等の事件や交通事故、台風、土

砂災害、地震・津波等の自然災害など、子どもたちを取り巻く環境には、なお多くの危

険が潜んでおり、子どもたちの安全確保に向けた取組の重要性はますます高まっており

ます。 

また、国においては、平成２４年４月に策定された「学校安全の推進に関する計画」

の５年間の計画期間中における成果や課題、情勢の変化等を検証し、平成２９年３月に

「第２次学校安全の推進に関する計画」を策定したところです。 

こうした国の動きや、本県での子どもたちが関係する事件・事故・災害の発生状況を

踏まえて、学校安全の更なる充実を図るため、「第２次山口県学校安全推進計画」を策

定することといたしました。 

第１次計画と同様に、「事件・事故・災害による被害を未然に防ぎ、子どもたちのか

けがえのない命を守ること」、「子どもたちが自らの命を自ら守るために主体的に行動

できる力を育成すること」、「自分の安全を確保した上で、周囲の人や社会の安全に貢

献できる力を育成すること」を学校安全の目標として掲げ、目標実現のために現状の課

題把握とともに、基本的方向性と具体的方策を示しています。 

本計画に沿って、実効性のある学校安全を推進していくためには、市町教育委員会、

関係機関等との密接な連携はもとより、学校・家庭・地域等、子どもたちの育成に関わ

る全ての関係者が一体となって取組を進めるための体制づくりや、具体的な取組と、評

価・検証・改善を行っていくことが必要です。 

引き続き関係各位の御尽力を賜り、全ての学校において安全教育・安全管理・組織活

動の充実が図られ、子どもたちが、安全な教育環境の下、生涯にわたって安全で健康な

生活を送るための基礎を培うとともに、自ら安全に行動し、周囲の人や社会の安全に貢

献できる力を身に付け、事件・事故・災害から家族や地域を守ることができる大人へと

成長していくことを願っています。 

 

 

平成２９年１２月 

山口県教育委員会      

教育長  浅 原  司 
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第１章 学校安全の現状と課題及び本計画の位置付け 

１ 本県における学校安全に係るこれまでの取組 

山口県教育委員会（以下「県教委」）では、平成２７年３月に「山口県学校安

全推進計画」を策定し、学校安全に係る様々な施策を推進してきた。具体的には、

「地域ぐるみの学校防災総合推進事業」や「子どもたちの安心安全総合推進事業」

の取組の中で、学校における安全管理体制の強化や児童生徒等の危険予測・回避

能力の育成に努めてきた。 

また、各市町では、スクールガードが全小中学校区に組織されてきたことや、

やまぐち型地域連携教育の仕組みを生かした取組が進みつつあることなど、地域

ぐるみで児童生徒等の安全を守る体制の整備を進めてきた。 

日本スポーツ振興センター災害共済給付状況を見ると、学校管理下における県

内の子どもたちの負傷・疾病者数は、近年減少傾向にあり、こうした取組が一定

の成果を上げていると考えられる。 

 しかしながら、近県において発生している集中豪雨による土砂災害・河川の氾

濫や、地震による大規模災害等に対して、しっかりとした備えが必要とされる場

面は、数多く想定される。 

また、児童生徒等への声かけやつきまとい、登下校時の重大交通事故、さらに

は、被害者のみならず加害者にもなり得る自転車乗車中の事故など、安全や命に

関わる事件・事故・災害が後を絶たず、学校安全の取組の更なる深化・充実が求

められている。 

 

２ 本県におけるこれまでの取組を踏まえた課題 

これまで、学校安全の目標として、  

の３点を設定し、次の６つの基本方針により、学校安全の取組の推進を図ってき

た。 

 

○ 事件・事故・災害等による被害を未然に防ぎ、子どもたちのか

けがえのない命を守ること 

○ 子どもたちが自らの命を自ら守るために主体的に行動できる力

を育成すること 

○ 自分の安全を確保した上で、周囲の人や社会の安全に貢献でき

る力を育成すること 
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１ 自他の命を守る「交通安全」の推進 

２ 防災対応能力の向上を図る「災害安全（防災）」の推進 

３ 安全意識・能力を育む「防犯を含む生活安全」の推進 

４ 教職員の安全意識の向上と学校の危機対応能力の強化 

５ 保護者・地域・関係機関と連携した学校安全の取組強化 

６ 総合的な安全教育・安全管理の取組を推進する組織活動の充実 

 

 

 

取組の成果や課題を取り上げると、次のようになる。 

・ 県教委作成の「学校危機対応演習資料」等を活用した実践的な研修会や出前

講座の実施等を通じ、教職員の安全意識の向上を図るとともに、危機対応能力

の強化に努めてきた。併せて、学校の安全に関する設備の充実・避難所機能の

強化を図ってきた。 

各学校では、担当教員を位置付けて学校安全への取組が行われてきてはい

るものの、若手の教員が増えている現状を考えると、更なる研修の充実が必

要である。 

・ 危険予測学習（ＫＹＴ）の実施率は９０％を超えており、児童生徒等の主体

的な学びの場が確保されてきている。一方で、学校で作成した資料等による児

童生徒等や地域の実態に応じた、より実効性のある取組については、今後一層

の充実を図る必要がある。 

・ 県教委作成の「防災教育テキスト」、「防災訓練事例集」の活用や専門家と

連携した防災出前授業の実施等により、計画的かつ効果的に防災教育を推進し

てきている。 

防災訓練の実施率は 100％であり、学校で積極的に取り組まれているところ

であるが、日時等を事前に告げない避難訓練の実施率は低く、いつ発生する

か予測ができない災害への備えが万全であるとは言えない状況である。 

・ スクールガードによる登下校の見守り等、地域と連携した取組は充実してき

ている。しかし、通学路の安全マップ作成の割合は高いとは言えず、児童生徒

等が自ら危険予測できる主体的な態度の育成という視点では、今後も工夫した

取組が必要である。 

・ 学校施設及び設備の整備・点検については、今後も安全対策を徹底すると同

時に、３領域の観点から通学・通園路の点検を実施して、事故等の防止に向け

た取組をさらに充実させていく必要がある。 
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  また、危機管理マニュアルの検証・改善への取組は定着しているものの、全

ての教職員の安全意識向上や危機対応能力を強化し、地域ぐるみでの学校安全

を推進するために、研修の場を計画的に設定するとともに、保護者や地域への

周知を徹底させていく必要がある。 

・ やまぐち型地域連携教育が推進され、地域とともに学校安全への取組を充実

させようとする機運は高まりつつあり、今後は、地域間、学校間の格差をなく

し、取組の質と水準を高めていく必要がある。 

また、学校が避難所となる場合もあり得ることから、防災担当部局との連

携をさらに強化していくことが求められる。 

取組の中で、例えば大規模災害発生を想定した児童等の保護者への引き渡

し訓練の実施率は８０％を超えている等、組織的な取組が充実してきている。

今後も、検証と改善を継続して、地域の実態に応じた実効性のある活動を展

開していく必要がある。 

 

これらの具体的な取組の成果や課題を踏まえ、学校安全の全ての領域につい

て、全ての教育活動により、さらに総合的かつ効果的に推進していく必要がある。 

 

３ 「第２次山口県学校安全推進計画」の位置付け 

平成２１年４月に改正された学校保健安全法第３条第２項では、国の責務と

して、「各学校における安全に係る取組を総合的かつ効果的に推進するため、学

校安全の推進に関する計画の策定その他所要の措置を講ずるものとする。」こと

が規定されている。併せて、同第３条第３項には、「地方公共団体は、国が講ず

る前項の措置に準じた措置を講ずるように努めなければならない。」とされてい

る。 

本推進計画は、地方公共団体として「各学校における安全に係る取組を総合

的かつ効果的に推進する」ことを目的に、第 1次計画における学校安全の取組に

ついて、成果と課題を明確にして新たな方向性を明確にすることを意図している。

そして、本県における学校安全の質と水準の向上に資するため、平成３３年度ま

での、おおむね４年先までを見通して、本県における学校安全の推進に向けて、

その基本的な方向性と具体的方策を示すものである。 
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第２章 今後の学校安全推進の方向性 

１ めざすべき姿・学校安全の目標・基本方針 

【めざすべき姿】 

 ・ 全ての児童生徒等が、安全に関する資質・能力を確実に身に付けることをめざ

す。 

 ・ 学校管理下における児童生徒等の事故に関し、死亡事故はもちろんのこと、負

傷・疾病の発生について、確実に減少させることをめざす。 

２ 施策目標 

（１） 学校安全に関する組織的取組の推進 

児童生徒等の安全を脅かす事故等は、学校管理下のあらゆる場面で発生

することが予想されることから、全ての学校及び教職員は、日頃から事故等

の未然防止や事故発生時における対応に関して、適切かつ組織的に行うこと

が必要である。また、学校教育活動全体を通じた系統的・体系的で実践的な

安全教育を推進するためには、学校組織全体が安全教育に関する目標を共有

して、組織的に取り組むことが必要である。 

 

【学校安全の目標】 

 ○ 事件・事故・災害による被害を未然に防ぎ、子どもたちのか   

  けがえのない命を守ること 

 ○ 子どもたちが自らの命を自ら守るために主体的に行動できる 

  力を育成すること（自助） 

 ○ 自分の安全を確保した上で、周囲の人や社会の安全に貢献で 

  きる力を育成すること（共助・公助） 

 

【基本方針】 

～学校安全３領域・３活動の取組を総合的かつ効果的に推進～ 

（３領域） 

 １ 安全意識・能力を育む「防犯を含む生活安全」の推進 

 ２ 自他の命を守る「交通安全」の推進 

 ３ 防災対応能力の向上を図る「災害安全（防災）」の推進 

（３活動） 

 ４ 学校教育活動全体を通じた「安全教育」の充実 

 ５ ＰＤＣＡサイクルの確立を重視した「安全管理」の充実 

 ６ 教職員の資質向上と、総合的な学校安全の取組による「組織  

  活動」の充実 
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このため、全ての学校において、管理職のリーダーシップの下、学校安

全の中核となる教職員を中心として、組織的な取組を的確に行えるような体

制を構築するとともに、学校安全計画及び危機管理マニュアルの改善等を徹

底することが必要である。 

  

（２）安全に関する教育の充実方策 

児童生徒等が安全に関して主体的に行動する態度を身に付けるためには、

学校における安全教育の質・量の両面での充実が不可欠である。このため、

全ての学校において、学校安全計画に安全教育の目標を位置付け、これに基

づいて、カリキュラム・マネジメントの確立と主体的・対話的で深い学びの

実現に向けた授業改善を行い、系統的・体系的で実践的な安全教育を実施す

る。 

 

（３）学校の施設及び設備の整備・点検 

施策目標１ 

全ての学校において、管理職のリーダーシップの下、学校安全の中核

となる教職員を中心とした組織的な学校安全体制を構築する。 

施策目標２ 

全ての学校において、学校安全計画及び危機管理マニュアルを関係者

に周知する。 

施策目標３ 

全ての学校において、自校の学校安全に係る取組を評価・検証し、学

校安全計画及び危機管理マニュアルの改善を行う。 

施策目標４ 

全ての教職員が、各種機会を通じて、各キャリアステージにおいて、

必要に応じた学校安全に関する研修等を受ける。 

施策目標５ 

全ての学校において、学校教育活動全体を通じた安全教育を実施す

る。 

施策目標６ 

全ての学校において、自校の安全教育の充実の観点から、その取組を

評価・検証し、学校安全計画（安全管理、研修等の組織活動を含む）の

改定を行う。 
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学校施設は児童生徒等の学習・生活の場であり、その安全性を確保する

ことは極めて重要である。加えて、地域のコミュニティの拠点であり、災害

時には避難所ともなることから、東日本大震災以降の教訓を踏まえ、耐震化

及び防災機能の強化が推進されてきたところであるが、安全対策の観点から

老朽化対策を推進する。 

 

（４）学校安全に関するＰＤＣＡサイクルの確立を通じた事故等の防止 

児童生徒等が安全で安心な環境下で学校生活を送ることを担保するため

には、学校管理下における事故等の未然防止や再発防止策の確実な実施が必

要である。このため、全ての学校において、外部の専門家や関係機関と連携

した安全点検を徹底するとともに、事故等の未然防止や発生後の調査・検証、

再発防止のための取組の改善・充実を一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）

として実施する。 

 

（５）家庭、地域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進 

児童生徒等の安全に関する課題については、複雑で多様な要因が関係し

ているものも多いことから、学校や教職員のみによって学校安全の取組を適

切に進めることは困難である。このため、全ての学校において、保護者や地

施策目標７ 

全ての学校において、耐震化の早期完了をめざすとともに、緊急的に

取り組むことが必要な老朽化対策等の安全対策を実施する。 

施策目標８ 

全ての学校において、地域の特性に応じ、非常時の安全に関わる設備

の整備を含めた安全管理体制を充実する。 

施策目標９ 

全ての学校において、定期的に学校施設・設備の安全点検を行うとと

もに、３領域（生活安全・交通安全・災害安全）全ての観点から通学・

通園路の安全点検を行い、児童生徒等の学校生活環境の改善を行う。 

施策目標 10 

全ての学校において、学校管理下における重篤な事故等が発生した場

合には、「学校事故対応に関する指針」に基づく調査を行い、再発防止

に資する。 
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域住民、関係機関等との連携・協働に係る体制を構築し、それぞれの責任と

役割を分担しつつ、学校安全に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策目標 11 

全ての学校において、児童生徒等の安全に関する保護者・地域住民と

の連携体制を構築する。 

施策目標 12 

全ての学校において、児童生徒等の安全に関する外部専門家や関係機

関との連携体制を構築する。 
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第３章 学校安全を推進するための方策 

１ 学校安全に関する組織的取組の推進 

（１） 学校における人的体制の整備 

■ 課題・方向性 

第１次計画では、学校における学校安全計画や各種安全に関する実施計画の

策定、学校安全に関する活動の企画・調整・評価について、取組の中核となる

教職員を「学校安全担当」として校務分掌の中に定め、学校安全を推進する体

制を整備することが重要であることを示してきたが、実際に学校安全計画を立

案・実践しているのは管理職が中心であるという学校が多い。 

学校での防災教育や防災管理などの実践活動に取り組んでいる例がある一方、

優れた安全教育・安全管理の取組の多くは、一部の意欲のある教職員によって

担われているという現状もあり、県内の学校における優れた安全教育・安全管

理の取組の普及・定着に向け、学校内の人的体制整備に引き続き取り組むこと

が求められる。 

また、やまぐち型地域連携教育の仕組みを生かした地域人材の活用や、外部

専門家等を活用した人的体制の更なる充実が必要である。 

■ 具体的な方策 

視点① 中核となる教職員の位置付けと育成 

県教委は、中核となる教職員の位置付けについて、各種研修会等において効

果的な実践事例等を紹介することにより、全ての学校への普及とともに人材育

成の取組を推進する。 

各学校においては、県教委の取組を踏まえて、学校安全の中核となる教職員

の役割の明確化を図るとともに、ＯＪＴの手法を生かして、人材育成を推進す

ることが必要である。 

また、管理職のリーダーシップの下、教職員全体で学校安全に取り組む組織

体制づくりを進めることが重要である。 

視点② 地域人材や専門家等の活用 

やまぐち型地域連携教育を推進する中で、小学校・中学校を中心に、より効

果的な地域人材の活用が図られているところである。 
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学校安全の推進においても、家庭・地域等との連携・協働について更なる推

進を図りつつ、地域の実態に応じた取組が成されるよう地域人材や外部専門家

等を活用した人的体制をより充実させることが必要である。 

 

（２）学校安全計画及び危機管理マニュアル検証・周知の徹底 

■ 課題・方向性 

学校保健安全法に基づき、学校安全計画及び危機管理マニュアルの策定が

義務付けられており、平成２７年度の調査では、県内の全ての学校において

策定及び定期的な見直しが成されている。 

しかし、危機管理マニュアルを策定している学校であっても、危機管理マ

ニュアルに盛り込んでいる内容を領域別に見ると、生活安全・災害安全につ

いては 100％であるが、交通安全については 96.6％となり、全ての領域に対

応したマニュアルの作成に至っていない場合があるため、その徹底を図る必

要がある。 

また、保護者や地域住民への、計画やマニュアルの周知については十分と

は言えないのが現状である。 

■ 具体的な方策 

視点① 検証と改善及び関係者との情報共有 

学校や児童生徒等を取り巻く環境が年々変化し、新たな危機事象や各地域

でこれまで想定されていなかった自然災害等が発生していることを鑑みれば、

既に学校安全計画や危機管理マニュアルを策定している学校においても、不

断の検証・改善が必要である。 

その際、各学校の地域特性を踏まえて取り組む安全教育の目標やめざすべ

き児童生徒像、教職員の研修計画など、学校安全に関する基本的な方針を明

確にするとともに、様々な事故等を踏まえ、適宜検証・改善を行っていくこ

とも必要である。その際、独立行政法人日本スポーツ振興センターの提供す

る学校事故に関する情報や外部専門家等の助言、実際の訓練の結果を活用・

反映するなどして、より実効的なものにしていくことが重要である。 

また、教職員への周知徹底のみならず、学校だよりやＷｅｂページ等を活

用して、必要な部分を保護者や地域住民と情報を共有することが重要である。 
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なお、県教委においては、各学校及び幼稚園や特別支援学校を含めた各学

校種の特性に応じた学校安全計画等の検証・改善を促進する。 

視点② 「カリキュラム・マネジメント」の確立 

学校安全計画に関しては、系統的・体系的で実践的な安全教育を推進する

上で学校の教育活動全体を通じた「カリキュラム・マネジメント」の確立が

不可欠である。また、立案においては、地域人材や外部専門家等を活用する

ことや、教科や領域を横断した計画が立案されているか等の検証の視点が必

要である。 

 

（３）学校安全に関する教職員の研修の充実 

■ 課題・方向性 

学校安全に係る取組を中心となって推進するのは教職員であることから、

全ての教職員が、学校管理下における児童生徒等の安全に万全を期すという

強い意識をもつとともに、児童生徒等の健康と安全を守る上で必要なことや、

児童生徒等に対する指導内容・方法等に係る基礎的な知識・技能を身に付け

ておかなければならない。 

これまで、県教委においては、各種研修会や危険予測学習（ＫＹＴ）資料

集等を活用して、教職員の安全管理に対する意識を高めることに努めてきた。 

しかし、依然として、管理職が学校安全の推進役を担う傾向が続いている

ことや、近年の教職員の大量退職・大量採用の影響により、過去に発生した

自然災害や学校管理下における事故等への対応について経験のない若手教職

員が増加し、児童生徒等の安全教育や安全管理に対する危機感が希薄化して

いるのが現状である。 

■ 具体的な方策 

視点① キャリアステージに応じた資質・能力の向上 

「教職員人材育成基本方針」を踏まえて、「（仮）山口県教員育成指標」

等の中において、教職員の学校安全に関する資質・能力の向上に資するため、

管理職、ベテラン、中堅、若手等の教職員がそれぞれのキャリアステージに

応じて身に付けるべき学校安全に係る資質・能力の具体化・明確化を図る。 
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視点② ＯＪＴの推進 

学校は、教職員のキャリアステージに応じた研修や国や県における研修と

連動した研修を充実することが必要である。また、全ての教職員が学校安全

に関する研修等を受けることができるよう、研修機会の充実を図るだけでな

く、ＯＪＴで職能を高めていくことも必要である。 

研修においては、外部機関の知見も活用しつつ、学校が立地する地域の自

然条件等の地域特性を踏まえた安全課題とともに、体育・運動部活動におけ

る事故防止のための適切な指導方法及び食物アレルギーをはじめとする健康

課題や自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な使用を含む心肺蘇生に関する

適切な対応方法等に関する内容の扱いを徹底することが重要である。 

視点③ 教育課程における学校安全の視点の明確化 

教職員が、教育課程における学校安全の視点を明確にして、教育実践、取

組の評価改善を行うために必要な資質・能力を身に付けることで、事故の未

然防止や児童生徒等の主体的な安全学習への取組を充実させる必要がある。 

また、前述した「カリキュラム・マネジメント」の視点を、全ての教職員

が共有して教育活動を推進していくことが大切である。 
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２ 安全に関する教育の充実方策 

（１）「カリキュラム・マネジメント」の確立を通じた 

系統的・体系的な安全教育の推進 

■ 課題・方向性 

第１次計画においては、各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間な

ど学校の教育活動全体において行われる総合的な安全教育によって、日常生

活全般における安全確保のために必要な事項を実践的に理解し、自他の生命

尊重を基盤として、生涯を通じて安全な生活を送る基礎を培うとともに、進

んで安全で安心な社会づくりに参加し貢献できる資質・能力を養うことをね

らいとした。 

「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等

の改善及び必要な方策等について（答申）」（平成２８年１２月２１日中央

教育審議会）では、「安全で安心な社会づくりのために必要な力」は、現代

的な諸課題に対応して求められる資質・能力の一つとして、「教科等の関係

を明確にし、どの教科等におけるどのような内容に関する学びが資質・能力

の育成につながるのかを可視化し、教育課程全体を見渡して確実に育んでい

くこと。」とされている。これを踏まえ、各学校におけるカリキュラム・マ

ネジメントの確立や、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に

より、安全に関する資質・能力を、各学校段階を通じて教科等横断的な視点

で体系的に育んでいくことが重要である。 

上記の答申においては、全ての教科等について育成をめざす資質・能力を

「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力・人間性等」

の３つの柱で整理している。「健康・安全・食に関する資質・能力」につい

ても同様に整理しており、このうち安全に関する内容を示すと次のようにな

り、各学校には、これを踏まえつつ地域の特性や児童生徒等の実情に応じた

安全教育の推進が求められる。 
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■ 具体的な方策 

視点① 安全を守るための資質・能力の育成 

これらの能力を高めていくために、前述の学校における人的体制の整備や

学校安全に関する教職員の研修を推進していく必要がある。安全を守るため

に必要な資質・能力について、教職員が理解を深め、児童生徒等の実態に応

じた指導目標を設定するとともに、その具現化に向けた手だてを講じていく

必要がある。 

視点② 自助、共助、公助の視点を適切に取り入れた教育課程編成 

各学校は、自助、共助、公助の視点を適切に取り入れながら、地域の特性

や児童生徒等の実情に応じて、各教科等の安全に関する内容のつながりを整

理し、教育課程を編成することが必要である。具体的には、各教科や総合的

な学習の時間、特別活動等において年間を通じて指導すべき内容を整理して、

学校安全計画に位置付けることにより、系統的・体系的で実践的な安全教育

を計画的に実施することが求められる。 

また、児童生徒等が安全に関する資質・能力を教科等横断的な視点で確実

に育むことができるよう、児童生徒等の意識の変容などの教育課程の実施状

況に関する各種データの把握・分析を通じて、安全教育に関する取組状況を

把握・検証し、その結果を教育課程の改善につなげていくなど、カリキュラ

ム・マネジメントの確立を通じて地域の特性や児童生徒等の実情に応じた安

全教育を推進することが必要である。 

 

【安全に関する資質・能力】(平成 28年 12月 21日中央教育審議会) 

（知識・技能） 

様々な自然災害や事件・事故等の危険性、安全で安心な社会づ

くりの意義を理解し、安全な生活を実現するために必要な知識や

技能を身に付けていること。 

（思考力・判断力・表現力等） 

自らの安全の状況を適切に評価するとともに、必要な情報を収

集し、安全な生活を実現するために何が必要かを考え、適切に意

思決定し、行動するために必要な力を身に付けていること。 

（学びに向かう力・人間性等） 

安全に関する様々な課題に関心をもち、主体的に自他の安全な

生活を実現しようとしたり、安全で安心な社会づくりに貢献しよ

うとしたりする態度を身に付けていること。 
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（２）指導の改善・充実 

■ 課題・方向性 

安全で安心な生活や社会づくりに向けて主体的に行動する態度を育成する

ためには、様々な機会を通じて、体験的・実践的な学習を展開することが重

要である。第１次計画期間中、各学校においては、通学路の安全マップの作

成等、地域の安全課題に応じて、関係機関等と連携した教育や体験的・実践

的な取組が行われつつあるが、例えば、事前に日時等を告げない避難訓練の

実施率は 43.7%であり、工夫した取組を検討していく必要がある。危険予測

学習（ＫＹＴ）の実施については取組が浸透しつつあるが、児童生徒等がよ

り主体的に学習に取り組めるように、地域や学校の実情に即した学校作成資

料の活用については、34.1％にとどまっているのが現状であり、今後、積極

的な取組が必要である。 

安全教育の推進が次世代の安全で安心な社会づくりに寄与するという観点

からは、より大人に近い年齢である中学生や高校生に対して、安全という価

値を内面化するための教育を行うことの社会的意義は大きい。また、青年期

にある中学生や高校生が、地域の安全課題に対して一定の役割を担い、その

改善に貢献することは、生徒の自己肯定感の向上やキャリア意識の涵養につ

ながると考えられる。このため、中学校や高等学校においても、積極的な安

全教育の展開が必要である。 

また、自然災害や犯罪による被害防止に関する教育を行う際には、自然が

もたらす恩恵や児童生徒等の安全を守る地域の努力についても触れることな

どにより、児童生徒等が自身の暮らす地域に対して愛着をもったり、大切に

思ったりできるようにすることへの配慮も必要である。 

■ 具体的な方策 

視点① 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善 

事故等の発生に対して、自ら主体的に行動する態度を育むためには、児童

生徒等が自ら危険予測し、安全な行動や社会づくりまでを考えるような体験

的・実践的な学習が重要であることは言うまでもない。 

このため、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善の必要性を

踏まえつつ、児童生徒等の適切な意思決定や行動選択につながるような指導

を行うために工夫改善が必要である。 
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視点② 危険予測学習（ＫＹＴ）資料の活用・充実 

危険予測学習（ＫＹＴ）は、子どもたちが危険性を主体的に学び、予測で

きる事故や災害による被害を未然に防止する上で有効な方法である。 

より主体的な学びを促進するために、地域や学校の実情に即した資料を作

成し、活用することで充実を図る必要がある。 

作成資料を学校間や地域間で共有し、取組の差を解消していくために、県

教委では、各地域・学校における実践事例を定期的に取りまとめるとともに、

「学校安全関連サイトマップ」の充実を図り、各学校等で作成した効果的な

教材等の普及を促進する。 

視点③ 日時等を事前に告げない避難訓練等の実践的な学び 

学校における避難訓練については、火災を想定した訓練の実施率は 100％

となっているものの、豪雨や土砂災害等を想定した訓練の実施率が十分では

ない。 

今後、豪雨や土砂災害等を想定した訓練の実施を徹底するとともに、日時

等を事前に告げない避難訓練を実施することにより、万が一に備えた実践的

な学びの場を設定して、検証・改善していく必要がある。 

なお、日時等を事前に告げない避難訓練の実施にあたっては、児童生徒等

の発達の段階や行動特性及び学校の実情に合わせた方法に留意する。 

緊急時の保護者への児童生徒等の引き渡し訓練については、継続した取組

により、マニュアルの改善を図るとともに、保護者に対してはルールの周知

等を徹底する必要がある。 

視点④ 地域学習の一環としての安全教育 

安全教育の推進に向けた指導の工夫改善の取組を、学校教育活動の中に定

着させていくために、学校は教育課程全体を見通して、どの教科等において

何に取り組むのかということや、それぞれの活動がどのように関連している

のかということについて、あらかじめ整理し、教職員の共通理解を得ておく

ことが必要である。例えば、地域の防犯、交通安全、防災に係る安全マップ

づくりは、児童生徒等自身に周囲の環境における危険箇所の確認や危険予測

を行わせたり、具体的な行動を考えさせたりする上で有効であるが、地域の

歴史や自然環境を学ぶための活動を関連させることにより、児童生徒等が地

域を様々な観点から理解することにも役立つものである。このため、安全教
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育の観点だけではなく、教科等の目標と関連付けた地域学習の一環として位

置付けるなどの工夫が必要である。 

なお、共助・公助の観点から、中学生や高校生については具体的な行動が

できるように、自らの果たすべき役割を自覚させていく必要がある。 

 

（３）現代的課題への対応 

■ 課題・方向性 

近年では、スマートフォンやタブレットをはじめとして様々な電子機器か

らのインターネットの接続機会が増えるとともに、ＳＮＳの普及などインタ

ーネットを経由したコミュニケーションツールの多様化への対応も求められ

ている。また、スマートフォンなどの携帯端末を利用しながらの歩行や自転

車運転のマナー違反についても問題として取り上げられている。 

また、人為的な影響による地球温暖化に伴う気候変動に関する科学的知見

を踏まえると、風水害や高潮、土砂災害は、極端な気象による激甚化が予想

されており、過去の経験を上回る可能性があることにも留意が必要である。 

さらに、諸外国において日本人が巻き込まれるテロや犯罪被害が相次いで

いる。児童生徒等の成長に伴いその活動範囲が海外にも広がることも念頭に

置いて、安全教育を行うことが重要である。 

加えて、弾道ミサイルの発射に伴う被害の防止についても、国や県から示

される対応に即した行動ができるように備えておく必要がある。 

■ 具体的な方策 

視点① インターネット等の有害情報への対応、情報モラルの育成 

児童生徒等をインターネット上の有害情報から守り、また、児童生徒等の

情報モラルを育成するとともに、携帯端末を利用しながらの歩行や自転車運

転等による交通事故をなくすため、教職員や保護者が児童生徒等を取り巻く

ＩＣＴ環境の現状を正確に理解し、学校、家庭、地域、関係団体等が一体と

なって、技術の進展に柔軟に対応した教育に取り組む必要がある。 

また、児童生徒等が海外を含めた様々な環境においても、適切な情報収集

や危険予測により、自他の安全を守るために必要な行動をとる必要が生じる

ことを念頭に置いて、安全に関する資質・能力を確実に身に付けさせること

が必要である。 
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視点② 弾道ミサイル発射に係る対応 

現下の国際情勢に鑑み、校内だけでなく校外での授業も含め様々な状況を

具体的に想定しつつ、地域の実状に応じた具体的な対応方策について検討し、

危機管理マニュアル及び学校安全計画等の見直しを行う必要がある。 

また、Ｊアラート等を通じて緊急情報が発信された際の児童生徒等の避難

誘導等の安全確保の方策について、全教職員で共通理解を図っておく必要が

ある。  

そのためには、地域の実情に応じて関係部局等と連携した避難訓練の実施

について検討していく必要がある。 
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３ 学校の施設及び設備の整備・点検 

（１） 学校施設の安全性の確保のための整備 

■ 課題・方向性 

第１次計画で指摘されているとおり、学校施設は、児童生徒等の学習・生

活の場であり、その安全性を確保することは極めて重要である。加えて、地

域のコミュニティの拠点であり、災害時には避難所ともなることから、東日

本大震災以降の教訓を踏まえ、耐震化及び耐震対策を促進してきた。 

県立学校の耐震化率は、100％を達成しているが、市町立の幼稚園・小学

校・中学校においては、早期に耐震化を完了させる目標を掲げている。 

今後、熊本地震等を踏まえた、各学校における危機管理マニュアルの改定

や、屋内運動場の吊り天井等の落下防止等、非構造部材の耐震対策が急務で

ある。 

■ 具体的な方策 

視点① 耐震化や吊り天井落下防止への対応、災害への対策 

構造体の耐震化や体育館等の吊り天井の落下防止対策については、今後も

引き続き推進する。 

今後、南海トラフ巨大地震等の発生が懸念されていることから、東日本大

震災における津波被害の教訓を踏まえ、津波による浸水が想定される地域の

学校は、関係機関との緊密な連携の下、引き続き津波対策を講じることが必

要である。また、地震・津波以外の災害についても、学校の立地など地域の

特性に応じ、関係機関と連携し、必要な対策を図っていくことが重要である。 

 

（２）学校における非常時の安全に関わる設備の整備・点検 

■ 課題・方向性 

地域に開かれた学校づくりを進めていく上では、児童生徒等の安全が確保

されていることが大前提であり、外部からの不審者等の侵入防止の対策がと

られていることが不可欠である。また、災害等の発生時に安全確保のための

応急的な対応を確実にとることができるよう、必要な設備を整備・点検して

おくことも不可欠である。 



 第３章 学校安全を推進するための方策 

 

19 

 

現状として、学校内外におけるボランティアによる巡回や警備の実施率及

びさすまたやＡＥＤの設置率は高い一方で、児童生徒等を対象としたＡＥＤ

の実習の実施率は低い。 

■ 具体的な方策 

視点① ＡＥＤや防犯設備等の点検・管理や 

教職員・児童生徒等による使用訓練 

ＡＥＤや防犯設備等は、非常時に有効に活用できなければならないことか

ら、学校は、定期的な点検・管理や複数配置を含む設置場所の適正化、教職

員による使用訓練を行うことが必要である。実態に応じて、児童生徒等によ

る使用訓練についても、実施を検討することが望ましい。 

また、学校以外の施設における事故等も参考にしながら、設備等の必要な改

善措置を講じることが重要である。 
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４ 学校安全に関するＰＤＣＡサイクルの確立を通じた事故等の防止 

（１） 学校における安全点検 

■ 課題・方向性 

本県では、学校の施設及び設備の安全点検の実施率は 100％である。この

うち、66.8％の学校において支障となる点検項目の内の事項が見つかってい

ることから、定期的な安全点検を行うことの重要性は極めて高いと言える。 

通学・通園路に関しては、従前より、生活安全・交通安全・災害安全の観

点から、保護者、地域住民、関係機関等の協力を得ながら、通学・通園時の

児童生徒等の安全が確保されるよう、定期的な点検が行われてきている。実

施率は、全国平均より高くなっているものの 100％には至っておらず、今後

の課題である。 

■ 具体的な方策 

視点① 施設及び設備の安全点検、通学・通園路点検の確実な実施 

平常時のみならず、地震や台風などの自然災害に対する施設及び設備の構

造上、安全性等を確認することも重要である。このため、学校及び市町教育

委員会は、学校の施設及び設備の経年劣化等による危険箇所等の点検・確認

を法令に基づき確実に行うとともに、特に児童生徒等が使用する機会が多い

施設及び設備は点検の頻度を増やし、支障となる事項があると認めたときに

は、遅滞なく、その補修、修繕等の改善措置を講じることが必要である。 

通学・通園路の安全対策については、学校の周囲の交通環境や生活環境は

移り変わっていくものであることから、関係機関との連携の下、継続的な点

検を行い、その結果を踏まえた対策の改善・充実を一連のサイクル（ＰＤＣ

Ａサイクル）として実施することが必要である。 

学校は、施設及び設備、通学・通園路、学校の危機管理体制などの点検を

行うに当たっては、固定された担当者による自己点検だけではなく、複数の

教職員による実施や担当場所を交換しての実施、外部の有識者や関係機関と

連携し、専門的・科学的な視点を積極的に取り入れていくことが必要である。

また、児童生徒等や保護者も参加して点検する機会を設けるなどの工夫が必

要である。 
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（２）学校管理下において発生した事故等の検証と再発防止策 

■ 課題・方向性 

児童生徒等の安全を確保するに当たっては、事故等の発生を未然に防ぐこ

とが第一であるが、万が一、学校管理下において事故等が発生した場合には、

学校及び県・市町教育委員会は、児童生徒等の生命と健康を最優先に迅速か

つ適切な対応を行うとともに、発生原因の究明や従来の安全対策の検証はも

とより、児童生徒等に対する心のケアや保護者への十分な説明、再発防止等

の取組が求められる。 

これまで、事故等発生時の初動対応は、主に危機管理マニュアルに基づき

取り組まれてきたが、事故等の検証や児童生徒等・保護者への対応などにつ

いては、文部科学省が、平成２８年３月３１日にとりまとめた「学校事故対

応に関する指針」（以下「事故対応指針」という。）を参考にする必要があ

る。 

学校管理下における県内の子どもたちの負傷・疾病者数は、近年減少傾向

にあるが、日本スポーツ振興センターの示す災害共済給付の支給に係る数多

くのデータから、具体的な事例に基づく予防策を参考にして、さらなる減少

に向けた方策の検討に努める必要がある。 

■ 具体的な方策 

視点① 危機管理マニュアルの周知・研修の推進を通した、 

教職員の安全意識の向上 

学校管理下における事故等の未然防止や被害軽減のため、学校及び学校設

置者等は、アレルギー等の健康課題への対応も含めた事故等への対応に係る

研修・訓練を実施することが必要である。特に、事故等発生後の対応につい

ては、事故対応指針に基づいた危機管理マニュアルの改善を図り、これに基

づき適切な対応を行うことができるよう、同指針・マニュアルの周知・研修

を推進することが必要である。その際、事故等の未然防止を含めて、学校管

理下で発生する事故等への対応が形式化することなく、教職員の安全意識を

向上させるとともに、危機対応力を強化することが重要である。 

なお、学校は、関係機関が連携して科学的・実証的な安全対策に取り組む

というセーフティプロモーション(※)の考え方も参考にしつつ、学校安全に

関する情報収集・分析を進めるとともに、適切な指標を設定し、将来の事故
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(※) 「セーフティプロモーション」とは、ＷＨＯが提唱する、傷害をもたらす

事故、犯罪被害、自傷行為等を部門や職種の垣根を越えた協働や科学的に評

価可能な介入により予防しようとする考え方である。 

等の減少につながるＰＤＣＡサイクルの確立に取り組んでいくことが必要で

ある。 
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５ 家庭、地域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進 

（１） 家庭、地域との連携・協働の推進 

■ 課題・方向性 

近年、学校が抱える課題が複雑化・多様化しているが、学校や教職員がそ

れら全てを担うことは困難であることから、家庭や地域と連携・協働した教

育活動の推進が不可欠である。特に、平素からの学校と家庭・地域との関係

づくりが非常時に児童生徒等の命や安全を守ることにつながることからも、

児童生徒等の安全に関する課題について家庭・地域と連携・協働した取組の

推進が求められている。 

これまでも、スクールガードや防犯ボランティア等の協力団体との連携に

よる活動は推進されてきたが、チーム学校の視点や専門家の知見を取り入れ

た学校安全の取組が重要であり、より一層の実施率の向上を図る必要がある。 

地域と連携・協働して児童生徒等の安全に関する取組を進めていくことは、 

① 児童生徒等が地域の一員として防災訓練に参画し、発達の段階に応じた

役割を体験的に学ぶことなどにより、大人になったときにその地域を守る

意識の向上に資することが期待できること。 

② 地域の中で緊急時に児童生徒等が駆け込める場所を増やし、表示するこ

とで、緊急時の安全確保だけでなく、防犯に熱心な地域であることが示さ

れることとなり、犯罪の抑止にもつながること。 

③ 学校と地域との日常的な連携・協働の結果として、災害時に学校が避難

所となった際に避難所運営が円滑になること。 

などの効果が生じることについても指摘されている。 

■ 具体的な方策 

視点① 地域ぐるみの防犯、交通安全、防災等の取組 

学校は、関係団体との協議会等の場で、地域の関係者との情報共有や意見

交換を日常的に行うことや、やまぐち型地域連携教育の仕組みを生かして、

学校安全の観点を組み入れた学校運営や地域ぐるみでの防犯・交通安全・防

災の取組を実効性のあるものに充実させていく必要がある。 

また、学校安全計画や危機管理マニュアルを基に、学校の安全教育・安全

管理の方針を保護者や地域住民との間で具体的に共有することが必要である。

例えば、参観日やＰＴＡ総会、地域と学校が連携・協働した取組を実施する
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際など、保護者や地域住民が来校する機会を活用し、学校は、安全に関する

授業や避難訓練を実施するとともに、インターネットの利用に起因した被害

の防止を含め、防犯・交通安全・防災に関する情報提供や、事故等の発生時

に求められる対応等についての保護者・地域住民への説明等を行うことによ

って、学校と目標を共有しながら家庭や地域でも安全に関する取組が行われ

るようにすることが必要である。特に、日常におけるルールやマナーを遵守

することは、児童生徒等自身にとっての安全を確保する上でも非常に重要な

要素であるが、それらの基礎は家庭において育まれる部分が大きいことから、

家庭も責任をもって学校と一緒に安全教育に取り組んでいくという考え方を

共有することが重要である。 

また、児童生徒等が地域の安全課題の改善に当たって一定の役割を担うこ

とは、児童生徒等自身の成長にも寄与するという教育的意義を、関係者が共

有して学校安全の取組を進めることが重要である。 

 

（２）関係機関等との連携による安全対策の推進 

■ 課題・方向性 

これまでも地域の実情・特性に応じて、関係機関との連携により、効果的

な学校安全の取組が実施されてきた。児童生徒等の安全に関する課題には、

学校だけでは対応が困難なものも多くあることから、引き続き、様々な観点

から自治体の関係部局や関係機関と連携を図ることが重要である。 

■ 具体的な方策 

視点① 危機を想定した関係機関等との連携の強化 

各学校を取り巻く自然条件、交通環境等は、地域によって様々に異なる上、

従来の想定を超える危機事象が発生する可能性もあることから、地域の特性

等を適切に理解して安全教育や安全管理を行うことが重要である。このため、

学校及び市町教育委員会は、地域の自然条件等に関して専門的知識を有し、

活動を行っている関係機関・団体や民間事業者と連携して、効果的な取組を

進めていくことが必要である。 

学校を取り巻く危機事象は、時代や社会の変化に伴って変わっていくもの

であり、従来想定されなかった新たな危機事象の出現などに応じて、危機管

理の在り方を柔軟に見直していくことが必要である。例えば、学校に対する
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犯罪予告への対応や周辺でテロが発生した場合の対応の在り方などについて、

学校及び市町教育委員会は、警察や危機管理担当部局等と連携して、平常時

からあらかじめ検討しておくことが必要である。 

視点② 避難所開設等に備えた防災担当部局等との連携 

大規模災害の発生時における学校の教職員の第一義的な役割は、児童生徒

等の安全確保や安否確認、学校教育活動の早期正常化に向けて取り組むこと

であり、避難所の運営については、一義的には、市町の防災担当部局が責任

を負うものである。しかし、全国でのこれまでの状況を踏まえれば、発災後

直ちに市町の防災担当部局が避難所運営の十分な体制を整えることが困難な

場合もあり得ることから、発災から一定期間、学校の教職員が避難所運営の

協力を行わざるを得ないことが予想される。教職員が避難所運営に協力し、

円滑に市町の防災担当部局や住民の自主運営に移行すれば、早期の学校再開

につながり、児童生徒等が日常生活をいち早く取り戻すことにも資するため、

学校及び市町教育委員会は、市町の防災担当部局と連携して、教職員の過重

な負担の軽減にも配慮しつつ、学校が避難所になる場合を想定した運営方策

の検証・整備を行うことが必要である。また、地域住民等と連携・協働した

避難所開設訓練などについても、継続的に行うことが重要である。 
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１ 学校安全関係機関等連絡先 

 ■ 学校安全全般 

   山口県教育庁学校安全・体育課 

    ☎083-933-4673 

 ■ 交通安全 

   山口県環境生活部地域安心・安全推進室 

    ☎083-933-2619 

   山口県土木建築部道路建設課  

    ☎083-933-3705 

   山口県警察本部交通部交通企画課 

    ☎083-933-0110 

   山口県警察本部交通部交通規制課 

    ☎083-933-0110 

   山口県交通安全学習館 

    ☎083-973-1900 山口市小郡下郷 3560−2 

   一般財団法人山口県交通安全協会 

    ☎083-973-0054 山口市小郡下郷 3560−2 

 ■ 災害安全（防災） 

   山口県総務部防災危機管理課 

    ☎083-933-2360 

   山口県土木建築部砂防課 

    ☎083-933-3750 

   山口県土木建築部河川課 

    ☎083-933-3776 

   山口県土木建築部港湾課 

    ☎083-933-3810 

 ■ 防犯を含む生活安全 

   山口県環境生活部地域安心・安全推進室 

    ☎083-933-2619 

   山口県警察本部生活安全部生活安全企画課  

    ☎083-933-0110 
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   山口県警察本部生活安全ふれあい館  

    ☎0836-22-1900 宇部市常藤町 3番 1号 

   公益社団法人山口県防犯連合会 

    ☎083-925-0542 山口市大手町 2番 40号 

 ■ 保健・心のケア 

   山口県健康福祉部健康増進課 

    ☎083-933-2940 

   山口県精神保健福祉センター 

    ☎0835-27-3480 防府市駅南町 13−40 

 ■ サイバー犯罪 

   山口県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策室 

    ☎083-933-0110 

 ■ ネット相談 

   子どもと親のサポートセンター（ネットアドバイザー） 

    ☎083-987-1242 やまぐち総合教育支援センター内 

 

２ 学校安全関連資料参照先 

（１）山口県教育委員会「学校安全関連サイトマップ」 

   県教委のＷｅｂページに、下記の学校安全に関係する各種資料・マニュアル等を

掲載している。（※平成２９年１１月末現在） 

   http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a50500/riskmanage/sitemap.html 

 ① 学校安全全般 

  ○山口県学校安全推進計画 

  ○緊急時の基本対応と校内組織等 

  ○危険予測学習（ＫＹＴ） 

  ○学校安全の推進について〔H25〕 

  ○通学路の安全確保に向けて〔H25〕 

  ○学校安全に関する表彰〔H15～〕 

  ○子どもたちの安心安全総合推進事業〔H27～〕 

  ○学校安全実践事例集〔H22～〕 

  ○学校危機対応演習資料〔H23～〕 
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  ○｢傷病事故発生時の初期対応の重要性について｣ 

   -被害の拡大を防ぐために-〔H20〕H28改訂 

  ○学校保健安全法の施行について 

  ○｢安心して学習できる環境をつくる｣ 

   学校安全研究推進事業の取組〔H18･19〕 

  ○学校安全計画のサンプル 

  ○山口県個人情報保護条例に基づく留意事項について 

  ○学校における事件･事故等発生時の報告   

  ○高校生学校安全アクション事例集 

 ② 防犯を含む生活安全 

  ○防犯の取組 

  ○転落事故防止 

  ○遊具事故防止 

  ○プ－ル事故防止 

  ○水難事故防止 

  ○薬品事故防止 

  ○熱中症防止 

  ○スズメバチ刺傷事故防止 

  ○クマ・イノシシ等出没時の対応 

  ○近隣工場爆発事故発生時の対応 

  ○学校施設の爆破予告への対応 

  ○安全点検 

  ○救急救命体制 

 ③ 交通安全 

  ○交通安全の取組 

  ○自転車の安心・安全確認テスト 

  ○交通安全教育実践地域事業〔H18～20〕 

 ④ 災害安全(防災) 

  ○災害安全の取組 

  ○火災発生時の対応 

  ○地震発生時の対応 
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  ○台風等暴風発生時の対応 

  ○風水害・土砂災害発生時の対応 

  ○落雷・突風・竜巻事故防止 

  ○防災クイズ〔H27〕 

  ○「防災教育テキスト」活用実践集〔H26〕 

  ○防災訓練実践集〔H25〕 

  ○避難所生活体験活動〔H25～〕 

  ○防災教育テキスト〔H24〕 

  ○防災訓練事例集〔H24〕 

  ○実践的防災教育〔H24〕 

  ○防災教育ハンドブック(改訂版)〔H23〕 

  ○防災教育支援事業〔H20〕 

  ○専門家と連携した防災出前授業について〔H17～〕 

  ○災害教訓事例集～過去の防災を語り継ぐ～〔H27〕（防災危機管理課） 

（２）文部科学省 

 ① 学校安全トップページ 

「学校安全の推進に関する計画」「学校事故対応に関する指針」等が掲載されて

いる。 

   http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1289303.htm 

 ② 学校安全＜刊行物＞ 

「学校防災のための参考資料『生きる力』を育む防災教育の展開」（平成２５年

３月 文部科学省)、「学校安全参考資料『生きる力』をはぐくむ学校での安全教

育」（平成２２年３月 文部科学省）等、学校安全関係刊行物を掲載している。 

   http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1289310.htm 

（３）その他 

 ① 独立行政法人日本スポーツ振興センター「学校安全ＷＥＢ」 

   学校事故事例検索データーベース、学校での事故防止対策集等を提供・掲載して

いる。 

   http://www.jpnsport.go.jp/anzen/ 

 ② 気象庁（http://www.jma.go.jp/jma/index.html） 
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   気象災害に関するリーフレットや防災教育で活用できる啓発ビデオ等を掲載して

いる。 

   http://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/index.html 

 ③ 内閣府 防災情報のページ 

各種災害対策、災害教訓など防災に関する教育啓発に係る資料や防災教育で活用

できる教材が掲載されている。 

   http://www.bousai.go.jp/ 

 ④ 警察庁（http://www.npa.go.jp/） 

  ・ 自転車はルールを守って安全運転 ～自転車は「車のなかま」～ 

   http://www.npa.go.jp/koutsuu/kikaku/bicycle/index.htm 

  ・ 子どもを犯罪から守るためのお役立ちリンク集 

   http://www.npa.go.jp/bureeau/safetylife/syonen/anzen_link.html 

 ⑤ 消防庁（http://www.fdma.go.jp/index.html） 

  ・ 東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）関連情報 

   http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/fieldList_h2303_shinsai.html 

  ・ 救急車利用マニュアル 

   http://www.fdma.go.jp/html/life/kyuukyuusya_manual/index.html 

 ⑥ 山口県防災危機管理課 

   消防防災データ、緊急災害情報、地域防災計画、消防本部一覧等、様々な防災関

連情報を公開している。 

   http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a10900/index/ 

 

３ 参考文献 

 ・ 「第２次学校安全の推進に関する計画」 

   （平成２９年３月 文部科学省） 

 ・ 「学校安全参考資料『生きる力』をはぐくむ学校での安全教育」 

   （平成２２年３月 文部科学省） 
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